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流 動 資 産

科　　　  　　目

資 産 の 部 負 債 の 部

科　　　　　  目

流 動 負 債

純 資 産 合 計

負債･純資産合計

金　　　額 金　　　額

純 資 産 の 部

負 債 合 計

割 賦 長 期 未 払 金

固 定 負 債

長 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

利 益 剰 余 金

買 掛 金

短 期 借 入 金

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

資 産 合 計

出 資 金

売 掛 金

商 品

製 品

短 期 貸 付 金

立 替 金

未 収 入 金

原 材 料

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

未収還付法人税等

建 設 仮 勘 定

長 期 貸 付 金

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式

投資その他の資産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

未 払 金

割 賦 未 払 金

1年内返済長期借入金

前 受 金

仮 払 金

預 り 金

未 払 消 費 税

未 収 還 付 消 費 税

貸 倒 引 当 金

商 標 権

預 り 保 証 金

有 形 固 定 資 産

機 械 装 置

工 具 器 具 備 品

土 地

固 定 資 産

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

建 物

無 形 固 定 資 産

資 本 金

構 築 物

株 主 資 本
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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法  

① 子会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。 

② その他有価証券  

時価のないもの 移動平均法による原価法 

② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品・製品・原材料 

仕掛品・貯蔵品 

総平均法による原価法を採用しております。 

(2) 固定資産の減価償却の方法  

① 有形固定資産 

(リース資産を除く) 

定率法を採用しております。 

ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物 (付属設

備を除く)並びに平成 28年 4月 1日以降に取得した建物付

属設備については定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 10 年～15 年 

機械装置 10 年 

工具器具備品 6 年 
 

② 無形固定資産 

(リース資産を除く) 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間 (５年) に基づいております。 

③ 長期前払費用 定額法を採用しております。 

(3) 引当金の計上基準  

① 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上して

おります。 

(4) リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(5) 消費税等の会計処理 税抜方式を採用しております。 
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２．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産 

該当事項はありません。 

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 

873,660 千円 

 

(3) 保証債務 

該当事項はありません。 

 

(4) 関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権 千円 

長期金銭債権 千円 

短期金銭債務 500,000 千円 

 

 

  

 

3．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社等との取引 

会社等の名称 住所 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の所

有割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

CJ FOOD JAPAN

㈱ 

東京都 

港区新橋 
640,000 

韓国食品・調味

料・発酵酢の販

売 

直接 

99.98％ 

兼任 

3 名 

商品の仕入

と事務所賃

借 

商品仕入・地代家賃な

ど 
192,841 

 

 

(2) 子会社等との取引 

会社等の名称 住所 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の所

有割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

丸共食品㈲ 
群馬県 

前橋市 
10,000 

餃子・燒賣の製

造販売 

直接 

100.00％ 

兼任 

1 名 

商品の販売

先及び仕入

先 

商品製造 

商品仕入など 
70,591 

(注) １．上記の取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引の決定方針については、市場価格を勘案して一般的な取引条件と同様

に決定しております。 
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(3) 役員及び個人主要株主等との取引(令和 4 年 12 月 31 日現在) 

該当事項はありません。 

 

(4) 役員及び主要株主等が議決権の過半数を所有している会社との取引 

該当事項はありません。 

 

4．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 △30,517 円 67 銭 

(2) １株当たり当期純利益 △41,788 円 59 銭 

 

 

5．当期（令和 4 年 1 月 1 日から令和 4 年 12 月 31 日まで）純損益金額 

当期純損失             237,693,514円 


